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研究成果の概要（和文）：経済学・経営学・法学の学際的視点から、FinTechの普及による社会・経済的なイン
パクトを定量的に明らかにした。1) 地方銀行等を対象としたアンケート調査データや公表データの統計分析に
より、地方銀行等のFinTech導入が経営等に与える影響を明らかにした。2) 一般利用者を対象としたアンケート
調査データを用いキャッシュレス決済の利用意図等を明らかにした。3) 文献調査に基づき、FinTechに関する法
令の論点整理およびFinTechを利用したサービスの法的リスクに関する課題を明らかにした。これら分析によ
り、FinTechが普及し、情報社会が成熟するために必要とされる含意の一端を提示した。

研究成果の概要（英文）：Economics, business administration, and law quantitatively clarified the 
social and economic impact of the spread of FinTech. 1) A statistical analysis of survey data and 
publicly available data for local banks revealed the impact of FinTech implementation on local 
banks. 2)The data of the questionnaire survey for general users clarified the intention of using 
cashless payment. 3)A literature survey uncovered legal issues and legal risks for FinTech. These 
analyzes provided one of the necessary conclusions for the diffusion of FinTech and the maturation 
of the information society.

研究分野：経営情報論

キーワード： FinTech　キャッシュレス　アンケート分析　イベントスタディ　業法　情報法

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
経済学・経営学・法学を融合し、FinTechの全体像を捉えようとしているところが学術的特色・独創的な点であ
る。経済学・経営学の視点から実証的かつ理論的にFinTechが普及するための要件を明らかにし、法学の視点か
ら、FinTechの普及に必要とされる法的インフラの整備のための解決策を提示した。そして、これらを実際の政
策立案等に資する一材料を示した。この他にも、研究・分析対象を地方銀行とFinTech企業だけでなく、FinTech
の一般利用者を含めている点が挙げられる。
本研究での分析を通じて、FinTechの普及、さらには情報社会が成熟するための学際的視点を踏まえた要件の提
示を行った。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 
欧米に端を発した金融サービスの創出・見直しを行うための新たな情報技術（IT）を意味する
FinTech が研究開始当初注目を浴びていた。FinTech を支えるブロックチェーンやビットコイン
といった技術的側面に関する研究蓄積は急速に進んでいた状況であった。 
FinTech の注目理由は、これまでの IT による経営の変化とは異なり、オープンイノベーショ
ンの一環であり、異業種融合・産業融合による新たなビジネスモデルの創出、社会への普及によ
る個人の利便性・生活の質の向上等が期待されているためである。それゆえに、メガバンクを中
心に FinTech への対応を本格化する動きが見受けられる。しかしながら、FinTech は業務の非効
率性や支店網が充実していない欧米の金融機関では歓迎されているものの、ある程度効率性が
達成されている地方銀行および利用者である個人が FinTech に対するニーズを持っているか否
かについてはまだ明らかになっていなかった。海外での研究で示されていたような経済・経営波
及効果があるかは研究開始当初は不明であった。また、FinTech に対して社会科学からのアプロ
ーチを試みている先行研究では、FinTech が社会・経済に与えるインパクトの可能性の言及にと
どまっていた。研究開始当初 FinTech に関する法整備が急速に進められており、法学的見地から
の整理がまだ十分に行われていない状況にあった。また、FinTech を利用したサービスの法的リ
スクに関する研究も始まったばかりであった。 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、経済学・経営学・法学の学際的視点から、現在注目されている FinTech
（Financial Technology）の普及が、地方銀行と FinTech 企業、一般利用者に与える社会・経済
的なインパクトを定量的に明らかにするとともに、必要とされる政策・法律についての示唆を与
えることにある。具体的には、地方銀行と FinTech 企業に対してそれぞれ実施するインタビュー
調査とアンケート調査によって収集された個票データや株価等の公表データを統計分析するこ
とにより、1) 地方銀行と FinTech 企業の FinTech 導入が経営パフォーマンスならびに組織構造
等に与える影響を明らかにする。また、2) 一般利用者に対して実施するアンケート調査データ
を用いて、FinTech の利用意図等について明らかにする。さらに、文献調査に基づき、3) 法整
備が進められている FinTech に関する法令の論点整理および FinTech を利用したサービスの法
的リスクに関する課題を明らかにする。これらの分析を踏まえて、日本において FinTech が普及
し、情報社会が成熟するために必要とされるエビデンス・ベースの政策的含意を提示する。 
 
３．研究の方法 
 本研究では、FinTech のユーザとなる個人ならびに FinTech サービスを提供する企業を対象に
した Web アンケート調査を実施するとともに、これまで収集・蓄積した調査結果（マイクロデー
タ）を用いた分析を行った。以下、研究に関して簡単に説明する。 
 
(1) FinTech のユーザとなる個人ならびに FinTech サービスを提供する企業を対象にしたアン
ケート調査の実施 
「FinTech 利用者の意識等に関する調査」ならびに「FinTech サービス提供者の状況等に関す
る調査」を、インターネットを使った Web アンケート調査形式でもって実施した。前者の調査サ
ンプルは 1030 人、後者の調査サンプルは 825 人である。また、質問数は前者が約 50 問、後者が
60 問となっている。前者の調査には、個人の FinTech サービスの認知度や金融行動、意識など
を捉えるために、多くの質問項目（性別や年齢、居住地域、年収などの基本的な属性、リスク回
避度や時間割引率、現状維持バイアスを図るためのものなど）が含まれている。他方、後者の調
査では、回答者が所属する企業属性（従業員数や売上高など）に加えて、FinTech 領域に関わる
技術の取組み、FinTech サービス提供における課題やコストなどについて幅広く質問を行ってい
る。 
また、実際キャッシュレス決済を利用する一般利用者の調査のため、大学祭でのキャッシュレ
ス決済導入の実証実験を行い、その利用者にアンケート調査を実施した。アンケート調査は大学
祭当日に複数名の調査員にて面接調査形式で行った。調査の結果、大学生・大学院生・専門学校
生が 588 名、小・中・高校生が 29名、合計 617 名からの回答を得た。 
 
(2) データ分析 
 本研究では、主として上述したデータセットならびに金融広報中央委員会が 2016 年に実施し
た「金融リテラシー調査」の個票データを用いたデータ分析を行った。データ分析には、構造方
程式モデリングや、ロジット分析、コンジョイント分析等を用いた。 
 この他にも、日本経済新聞社が提供する『日経 NEEDS-Financial QUEST2.0』と金融データソ
リューションズが提供する『日本上場株式 Fama-French 関連データ』などを用いたイベントスタ
ディや、新聞記事を分析するテキストマイニングなどを試みた。 
 
４．研究成果 
 
(1) 竹村敏彦・武田浩一「FinTech と株価反応に関する一考察～FF5 ファクター・モデルによる
検証～ 」CRES Working Paper Series, (FY2018-07) 



イベントスタディの手法を用いて、全国地方銀行協会加盟行における FinTech に関するアナ
ウンスメントに対する株価の反応を 5ファクター・モデルによって検証し、FinTech の導入が地
方銀行に与える影響について分析を行った。その結果、FinTech に関するアナウンスメントが平
均超過リターンに与える影響は、概ね確認されなかったことがわかった。しかしながら、フィナ
ンシャルグループ・ホールディングス傘下にある銀行とそうでない銀行に分けた分析結果から、
平均超過リターンに関してニュースリリース直後ではなく、しばらくしてから現れること、また
それは継続的なものではないことなどを確認することができた。さらに、両者の効果には若干の
違いがあることもわかった。これらの結果から、銀行の属性によって、FinTech に関するニュー
スリリースが株価に与える効果が異なることが示唆された。 
 
(2) 竹村敏彦・神津多可思 (2017)「新聞記事とニュースリリースから見る地方銀行の FinTech
への取組みについての動向分析」CRES Working Paper Series, (FY2017-06) 
64 行の全国地方銀行協会加盟行がウェブにおいて公開しているニュースリリースをもとに、
2016 年度における各行の FinTech への取組みについての動向を整理した結果、2016 年度におい
て多くの銀行が FinTech への取組みを進めていること、また FinTech 企業との業務提携を通じ
て新たなサービスを展開していることなどが確認できた。続いて、対象を銀行全般に拡げ、新聞
記事から銀行とクラウドファンディングというキーワードがどのような語とともに用いられて
いるかをテキストマイニングの手法により分析した。その結果、新聞記事でのクラウドファンデ
ィングの取り上げられ方として、クラウドファンディングの集金の仕方に注目されており、その
使われ方などを必ずしも強調していないことが示唆された。 
 

図 1:共起ネットワーク 
 
 
(3) 竹村敏彦 (2019)「Society 5.0 におけるトラストの構築」アド・スタディーズ, 70, 27-
32/竹村敏彦 (2019)「日本における消費者のキャッシュレス化に関する実証研究」ゆうちょ資産
研究, 26, 125-155 
FinTech におけるサービスの一つである QR コード決済サービスがどのようにして社会に普及
していくかを図 2に示したような技術受容モデル（TAM）を用いて分析を行った。そのために、
これまで収集・蓄積したアンケート調査データならびに構造方程式モデリング（SEM）と呼ばれ
る統計手法を用いて、図 2の検証を行った。その結果、この TAM の妥当性が明らかになった。ま
た、QR コード決済サービスの利用が日ごろの支払などの利便性を向上させると信じるならば、
それに対する態度を超えて利用意図に影響を与えうることを明らかにした。また、習慣や規範か
らの影響を表す（外部）要因である「社会的影響」が TAM を構成する要因に影響を与えているこ
とから、今後 QR コード決済サービスの普及によって、個人の利用意図を高められることが予想
されるとの示唆を与えている。さらに、利用意図に影響を与える要因の影響度合いが地域別・年
齢層別によって異なることも明らかにしている。これらの分析から、日本においてキャッシュレ
ス決済が普及するためには、周りの人間の利用を確認することで、自らもそのサービスを利用し
ようという考えにつながることが推測される。その意味において、消費税率が引き上げされた
2019 年 10 月から翌年 6月までの 9カ月間にわたり、政府が時限的に導入したキャッシュレス決



済の「ポイント還元制度」（キャッシュレス・消費者還元事業）はキャッシュレス決済を促す大
きなインセンティブとなったと考えられる。また、クレジットカードによる決済と QR コードに
よる決済では、図 2の構造が異なることも明らかにされている。 
 

 
図 2：QR コード決済サービス利用意図に関する技術受容モデル 

 
(4) 野方大輔・羽石寛志「消費者へのアンケート調査にみる決済手段の決定要因」CRES 
Working Paper Series,（FY2019-01） 
佐賀県およびその近郊に在住する若年層の消費者の決済動向やキャッシュレス決済意識に関
するアンケートを行い、金融リテラシーと決済行動の関係を分析した。その結果、金融リテラシ
ーの高い消費者は、キャッシュレス決済の利用可能性と利用頻度が高かった。さらに、家計管理
ツールを積極的に利用する消費者は、決済手段のバリエーションも豊富になることが明らかに
なった。これらの結果から、若年層に対して適切な家計管理をおこなうような金融教育を実施し
ていくことで、キャッシュレス決済にともなう金銭感覚の鈍化や使いすぎの懸念が払拭され、結
果的に現金決済比率の高い佐賀県においてもキャッシュレス化が進むことが示唆された。 
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